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第1章 事業者の名称及び住所 

1.1  事業者の名称及び住所 

名    称：国土交通省関東地方整備局 

代表者の氏名：関東地方整備局長 石原 康弘 

住    所：〒330-9724 埼玉県さいたま市中央区新都心 2番地 1 
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第2章 対象事業の名称、目的及び概要 

2.1 対象事業の名称及び種類 

・名称：荒川第二・三調節池事業 

・種類：調節池の設置 

 

 

2.2 対象事業の目的 

2.2.1 荒川流域の諸元 

荒川はその源を埼玉県秩父山地の甲武信ヶ岳（標高 2,475m）に発し、源流で大洞川、中津川、

赤平川等を合わせ秩父盆地を北流して長瀞渓谷を流れた後、埼玉県大里郡寄居町において南東

に流向を変え関東平野に入り、武蔵野台地の北西端から埼玉県中央部の平野を流下し、途中市

野の川、入間川等の支川を合わせて、東京都区部と埼玉県の低地を流れ、東京都北区志茂にお

いて隅田川を分派し東京湾に注ぐ、幹川流路延長 173km、流域面積 2,940km2 の一級河川である。 

 

 

出典：「荒川水系河川整備計画」(2016 年 3 月) 

図 2.2-1 荒川流域 
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2.2.2 土地利用と人口 

流域の地形は、北西側に秩父山地が存在し、南東側は関東平野に連なる低平地になっており、

土地利用は、森林が約 44%、市街地が約 33%、畑が約 9%、田が約 6%、河川湖沼が約 3%等となっ

ている。 

流域は、東京都と埼玉県にまたがり、流域内の人口は、日本の人口の約 8%にあたる約 976 万

人で、その多くは、沖積低地、台地、丘陵に集中している。荒川の流域内人口の割合は、埼玉

県が約 45％、東京都が約 55％であり、埼玉県では、県内人口の約 61％が荒川流域内に居住し

ている。また、東京都内の沿川の人口密度が約 14,100 人/km2 と全国一級水系中最も高いもの

となっている。 

流域内には人口・資産が集積しており、大規模な浸水時には、自然排水が困難なゼロメート

ル地帯では、被害の規模はもちろんのこと、浸水の長期化が懸念され、地下鉄等への浸水など

首都圏交通網の麻痺、電気、ガス、通信等の途絶により市民生活へ甚大な被害が及ぶ。また、

首都東京に集中する行政機関・企業等への影響も考えられ、日本全体に与える影響は甚大であ

る。 

 

2.2.3 洪水調節施設の整備の経緯と調節池の役割 

荒川に係る洪水調節施設については、上流部では、二瀬ダム（1961 年完成）、浦山ダム（1999

年完成）、滝沢ダム（2011 年完成）の 3ダムが完成しており、中流部では、荒川第一調節池（2004

年完成）の整備が完了しているが、洪水調節容量が不足している。 

中流部では、広大な高水敷に横堤が築造され遊水機能を有しているが、より効果的にピーク

流量を低減させ下流への負荷を低減するため、詳細な調査及び検討を行いつつ関係機関と調整

の上、荒川第二調節池及び荒川第三調節池の調節池群の整備を行う。 
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2.3 対象事業の実施区域 

対象事業の位置は、表 2.3-1 及び図 2.3-1 に、事業実施区域は図 2.3-2 及び図 2.3-3 に示す

とおりである。 

表 2.3-1 計画地の所在地等 

施設名 施行の場所 

荒川第二・三調節池 埼玉県さいたま市、川越市、上尾市 37.2k～48.0k 付近 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.3-1 対象事業の位置 

 

荒川第二・三調節池 
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茨城県 埼玉県 群馬県 
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この地図は、数値地図を使用したものである。 

図 2.3-2 事業実施区域の位置 

荒川第二・三調節池 
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この地図の航空写真は、GEOSPACE CDS(NTT 空間情報(株)を使用したものである。 

図 2.3-3 事業実施区域の位置(航空写真) 
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2.4 対象事業の規模 

本事業の規模は、表 2.4-1 に示すとおりである。 

表 2.4-1 対象事業の規模 

施設名 面積 洪水調節容量 機能の概要 

荒川第二・三調節池 約 760 ha ※1 約 5,100 万 m3 ※2 洪水調節 

                ※1 このほか、事業範囲に隣接して工事の施工に必要な敷地を確保 

                   ※2 このほか、水路等の施設整備のための池内の掘削を実施 

 

2.5 対象事業の実施期間 

本事業（2.3 に示す事業実施区域）は 2021 年度から工事開始を想定し、2031 年度に供用開始

を予定している。 

 

2.6 対象事業の実施方法 

2.6.1 対象事業の内容 

調節池の整備により、洪水の一部を調節池に流入させ下流へ流下する流量を低減するもので

ある。荒川左岸の河岸寄りに囲繞堤と、前後区間の囲繞堤よりも一段低くなった越流堤を新た

に造り、大きな洪水の時だけ高水敷に水が流れ込むようにする。下流側には、調節池から荒川

に水を戻すための排水門を設ける。その他、池内水路等の施設を設けるための部分的な掘削等

を行う。 

 

2.6.2 平面計画 

対象事業の計画は、図 2.6-1 に示すとおりである。また、囲繞堤延長は、表 2.6-1 に示すと

おりである。なお、周囲堤については、すでに完成（または工事中）している。 

池内で掘削する箇所及び排水門を設置する箇所については、ボーリング調査等の結果を踏ま

えて検討する。 

なお、掘削箇所の位置に応じて、土砂のストックヤードを事業地周辺に設ける。 

表 2.6-1 囲繞堤延長 

施設名 囲繞堤延長 

荒川第二・三調節池 約 13 km 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.6-1 平面計画 

荒川第三調節池

荒川第二調節池

荒川第二・三調節池 
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2.7 工事計画 

2.7.1 工事工程 

本事業の工事期間は、2021 年度から 2030 年度までの約 10 年間を予定している。 

 

2.7.2 施工方法の概要 

本事業は、囲繞堤等の築堤工事、調節池の掘削工事による。 

 

(1) 築堤工事 

囲繞堤の築堤により、調節池と本川を分離するとともに、囲繞堤の一部を低くして、洪水

を河道から調節池に越流させる越流堤を設ける。また、水位低下後に本川に排水する排水門

を設ける。使用する主な建設機械は、ブルドーザー等である。 

 

(2) 掘削工事 

池内の一部の範囲において、掘削を行う。使用する主な建設機械は、バックホウやダンプ

トラック等である。 

 

(3) 工事用車両及び建設機械 

工事用車両の走行を予定しているルートは、図 2.7-1 に示すとおりである。 

建設機械は低騒音型及び排出ガス対策型のものを極力採用するとともに、効率的な施工計

画を立案し、不要なアイドリングの防止に努める等、排出ガスの削減を図る。 

 

 

図 2.7-1 建設機械及び資材運搬の車両の主な走行ルート 
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第3章 環境影響評価の調査項目 

3.1 環境影響評価要因の把握 

「第 2 章 対象事業の名称、目的及び概要」において示した事業内容に基づき、環境に影響

を及ぼすおそれのある要因（以下「環境影響要因」という。）を抽出した。 

工事中における環境影響要因は、「建設機械の稼働」、「資材運搬等の車両の走行」、「堤体等の

工事(掘削含む)」、「工事用道路等の設置工事」が、供用開始後における環境影響要因は、「調節

池の存在・供用」、「放水」があげられる。 

なお、本事業の実施に伴う環境影響要因について、工事中に道路の付替を実施しないことか

ら、工事中における環境影響要因として「道路の付替工事」は抽出しない。また、供用後にお

いて、堤体は調節池の一部に含めて扱うこと、また、付替道路が存在しないことから、供用後

における環境影響要因として、「堤体の存在」、「付替道路の存在・供用」は抽出しない。 

本事業の実施に伴う環境影響要因は、表 3.1-1 に示すとおりである。 

表 3.1-1 本事業の実施に伴う環境影響要因 

環境影響要因 
環境影響を及

ぼす時期 
環境影響要因

の区分 
環境影響要因の詳細 

調節池の建設 

工事中 工事 

建設機械の稼働 

資材運搬等の車両の走行 

堤体等の工事(掘削含む) 

工事用道路等の設置工事 

供用開始後 存在・供用 
調節池の存在・供用 
放水 

 

 

3.1.1 環境影響評価項目の選定 

環境影響評価項目は、対象事業の特性と周囲の自然的、社会的状況、対象事業の該当地域を

勘案し、「さいたま市環境影響評価技術指針」（平成 28 年 10 月 さいたま市）に示す「堰又は

調節池事業」の環境影響要因と調査・予測・評価の項目との関連表に準拠して選定した。 

選定した項目は、表 3.1-2 に示すとおりであり、大気質、騒音・低周波音、振動、水質、水

象、動物、植物、生態系、景観、自然とのふれあいの場、史跡・文化財、廃棄物等、温室効果

ガス等、コミュニティ、地域交通の 15 項目を選定した。 
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表 3.1-2 環境影響要因と環境影響評価の項目との関係 

                                                

   環境影響評価要因 

 

 

 

 

 環境影響評価の項目 

 

工事 存在・供用 

建
設
機
械
の
稼
働 

資
材
運
搬
等
の 

車
両
の
走
行 

堤
体
等
の
工
事 

(

掘
削
含
む)

 

工
事
用
道
路
等
の
設

置
工
事 

貯
水
池
及
び
調
節
池

の
存
在

・
供
用 

放
水 

環境の良好な

状態の保持を

旨として調査、

予測及び評価

されるべき項

目 

大気質 

二酸化窒素又は窒素酸化物 ○【◎】 ○【◎】     

二酸化硫黄又は硫黄酸化物       

浮遊粒子状物質 △【◎】 △【◎】     

炭化水素       

粉じん  ○【◎】 ○【◎】 ○【◎】   

大気質に係る有害物質等       

騒音・低周波音 
騒音 ○【◎】 ○【◎】     

低周波音       

振動 振動 ○【◎】 ○【◎】     

水質 

公共用

水域の

水質 

生物化学的酸素要求量又は化学的酸素要

求量 
    ○【×】 ○【×】 

浮遊物質量   ○【◎】 ○【◎】 ○【×】 ○【◎】 

窒素及び燐     ○【×】   

水温     ○【×】 ○【×】 

水素イオン濃度   △【◎】    

溶存酸素量     ○【×】  

その他の生活環境項目       

健康項目等       

底質 

強熱減量       

過マンガン酸カリウムによる酸素消費量       

底質に係る有害物質等       

地下水

の水質 
地下水の水質に係る有害項目       

水象 

河川等の流量、流速及び水位   ○【◎】  ○【◎】 ○【◎】 

地下水の水位及び水脈      【◎】  

温泉及び鉱泉       

堤防、水門、堰等の施設      【◎】  

 
土地の安定性   ○【×】    

地象 地形及び地質（保存すべき地形及び地質を含む）       

 

 
表土の状況及び生産性   

 
   

生物の多様性

の確保及び自

然環境の体系

的保全を旨と

して調査、予測

及び評価され

るべき項目 

動物 保全すべき種 △【◎】 △【◎】 △【◎】 △【◎】 △【◎】 △【◎】 

植物 

保全すべき種   △【◎】 △【◎】 △【◎】 △【◎】 

保全すべき植生及び群落    △【◎】 △【◎】 △【◎】 △【×】 

緑の量     △【◎】  

生態系 地域を特徴付ける生態系 
  

△【◎】 △【◎】 △【◎】 △【◎】 

人と自然との

豊かなふれあ

いの確保及び

快適な生活環

境の保全を旨

として調査・予

測及び評価さ

れるべき項目 

景観 
景観資源(自然的景観及び歴史的景観資源)     ○【◎】  

眺望景観     ○【◎】 ○【×】 

自然との 

ふれあい場 
自然とのふれあいの場 △【◎】 △【◎】 △【◎】 △【◎】 △【◎】  

史跡・ 

文化財 

指定文化財等      ○【◎】  

埋蔵文化財     ○【◎】  

環境への負荷

の量の程度に

より予測及び

評価されるべ

き項目 

 廃棄物   ○【◎】 ○【◎】   

廃棄物等 残土   ○【◎】 ○【◎】   

 雨水及び処理水       

温室効果ガス

等 

温室効果ガス △【◎】 △【◎】     

オゾン層破壊物質       

人の生活の豊

かさに関して

予測及び評価

されるべき項

目 

コミュニティ コミュニティ施設等 △【◎】 △【◎】 △【◎】 △【◎】 △【◎】  

地域交通 

 

自動車交通  ○【◎】     

バス等の公共交通  △【◎】     

歩行者・自動車交通  △【◎】     

注）・さいたま市環境影響評価技術指針より  ○：標準的に選定する項目 △：事業特性、地域特性により選定する項目 

・【 】書き：本事業における選定の有無 ◎： 選定した項目     ×：選定しなかった項目 
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3.2 環境影響評価項目の選定理由 

本事業における環境影響評価項目として選定した理由は、表 3.2-1 に示すとおりである。 

また、事業特性、地域特性等から選定しなかった理由は、表 3.2-2 に示すとおりである。 

表 3.2-1（1）選定した環境影響評価項目及びその内容 

項目 
選定 

項目 
環境影響要因 理由 

大気質 

二酸化窒素又は窒素酸化物 ○【◎】 工事 

建設機械の稼働 建設機械及び資材運搬等の車両か

らの排出ガスに窒素酸化物が含ま

れる。 

資材運搬等の車両の

走行 

浮遊粒子状物質 △【◎】 工事 

建設機械の稼働 建設機械及び資材運搬等の車両か

らの排出ガスに浮遊粒子状物質が

含まれる。 
資材運搬等の車両の

走行 

粉じん ○【◎】 工事 

資材運搬等の車両の

走行 

資材運搬等の車両の走行、堤体等の

工事(掘削含む)及び工事用道路等

の設置工事に伴い、地面からの土砂

の巻き上げ等の粉じんが発生する。 

堤体等の工事(掘削

含む) 

工事用道路等の設置

工事 

騒音・低

周波音 
騒音 ○【◎】 工事 

建設機械の稼働 建設機械及び資材運搬等の車両か

ら騒音が発生する。 資材運搬等の車両の

走行 

振動 振動 ○【◎】 工事 

建設機械の稼働 建設機械及び資材運搬等の車両か

ら振動が発生する。 資材運搬等の車両の

走行 

水質 

公共用

水域の

水質 

浮遊物質量 

○【◎】 工事 

堤体等の工事(掘削

含む) 

堤体等の工事(掘削含む)及び工事

用道路等の設置工事に伴い、降雨時

に裸地から濁水が流出し、公共用水

域の水質に影響を及ぼすおそれが

ある。 

工事用道路等の設置

工事 

○【◎】 存在・供用 放水 

水門からの放水に伴い、出水時に一

時貯留された濁水が流出し、公共用

水域の水質に影響を及ぼすおそれ

がある。 

水素イオン濃度 △【◎】 工事 
堤体等の工事(掘削

含む) 

堤体等の工事(掘削含む)に伴い、コ

ンクリートからのアルカリ分の流

出により、公共用水域の水質に影響

を及ぼすおそれがある。 

水象 

河川等の流量、流速及び水

位 

○【◎】 工事 
堤体等の工事(掘削

含む) 

堤体等の工事(掘削含む)に伴う地

表面の改変や排水により、河川流量

に影響を及ぼすおそれがある。 

○【◎】 存在・供用 
調節池の存在・供用 調節池の供用及び放水により、河川

流量に影響を及ぼすおそれがある。 

放水 

地下水の水位及び水脈  【◎】 存在・供用 調節池の存在・供用 

掘削に伴う地下水流動の変化によ

り、周辺地域の地下水位に影響を及

ぼすおそれがある。 

堤防、水門、堰等の施設  【◎】 存在・供用 調節池の存在・供用 

掘削に伴う地下水流動の変化によ

り、施設に影響を及ぼすおそれがあ

る。 

注）・さいたま市環境影響評価技術指針より  ○：標準的に選定する項目 △：事業特性、地域特性により選定する項目 

・【 】書き：本事業における選定の有無 ◎： 選定した項目         ×：選定しなかった項目 
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表 3.2-1（2）選定した環境影響評価項目及びその内容 

項目 
選定 

項目 
環境影響要因 理由 

動物 保全すべき種 

△【◎】 工事 

建設機械の稼働 建設機械の稼働及び資材運搬等の車両の走行に

より事業実施区域内及びその周辺の動物の生息

環境に影響を及ぼすおそれがある。 
資材運搬等の車両

の走行 

堤体等の工事(掘削

含む) 

堤体等の工事(掘削含む)及び工事用道路等の設

置工事に伴う土地の改変により、事業実施区域内

の動物の生息環境に影響を及ぼすおそれがある。

また、工事中の濁水の発生により、排水が流れ込

む河川（荒川）や水路及び溜池等の水生生物の生

息環境に影響を及ぼすおそれがある。 

工事用道路等の設

置工事 

△【◎】 存在・供用 

調節池の存在・供用 

水門や囲繞堤等の存在により、事業実施区域内及

びその周辺の動物の生息環境に影響を及ぼすお

それがある。 

放水 
調節池からの放水により河川（荒川）等の水生生

物の生息環境に影響を及ぼすおそれがある。 

植物 

保全すべき種 

△【◎】 工事 

堤体等の工事(掘削

含む) 
堤体等の工事(掘削含む)及び工事用道路等の設

置工事に伴う土地の改変により、事業実施区域内

の植物の生育環境に影響を及ぼすおそれがある。 
工事用道路等の設

置工事 

△【◎】 存在・供用 

調節池の存在・供用 

水門や囲繞堤等の存在により、事業実施区域及び

その周辺の植物の生育環境に影響を及ぼすおそ

れがある。 

放水 
調節池からの放水により河川（荒川）等の水生植

物の生育環境に影響を及ぼすおそれがある。 

保全すべき植

生及び群落 

△【◎】 工事 

堤体等の工事(掘削

含む) 
堤体等の工事(掘削含む)及び工事用道路等の設

置工事に伴う土地の改変により、事業実施区域内

の植物の生育環境に影響を及ぼすおそれがある。 
工事用道路等の設

置工事 

△【◎】 存在・供用 調節池の存在・供用 

水門や囲繞堤等の存在により、事業実施区域及び

その周辺の植物の生育環境に影響を及ぼすおそ

れがある。 

緑の量 △【◎】 存在・供用 調節池の存在・供用 

水門や囲繞堤等の存在により、事業実施区域内及

びその周辺の緑被率、緑視率に影響を及ぼすおそ

れがある。 

生態系 
地域を特徴付

ける生態系 

△【◎】 工事 

堤体等の工事(掘削

含む) 

堤体等の工事(掘削含む)及び工事用道路等の設

置工事に伴う土地の改変により、事業実施区域内

の及び周辺の生態系に影響を及ぼすおそれがあ

る。また、工事中の濁水の発生により、排水が流

れ込む河川（荒川）や水路及び溜池等の生態系に

影響を及ぼすおそれがある。 

工事用道路等の設

置工事 

△【◎】 存在・供用 

調節池の存在・供用 
水門や囲繞堤等の存在により、事業実施区域及び

その周辺の生態系に影響を及ぼすおそれがある。 

放水 
調節池からの放水により河川（荒川）等の生態系

に影響を及ぼすおそれがある。 

景観 

景観資源 ○【◎】 存在・供用 調節池の存在・供用 
水門や囲繞堤の存在により、事業実施区域内の景

観資源に影響を及ぼすおそれがある。 

眺望景観 ○【◎】 存在・供用 調節池の存在・供用 
水門や囲繞堤の存在により、事業実施区域内およ

び周辺の眺望景観に影響を及ぼすおそれがある。 

注）・さいたま市環境影響評価技術指針より  ○：標準的に選定する項目 △：事業特性、地域特性により選定する項目 

・【 】書き：本事業における選定の有無 ◎： 選定した項目         ×：選定しなかった項目 
 



 

 3-5 

表 3.2-1（3）選定した環境影響評価項目及びその内容 

項目 
選定 

項目 
環境影響要因 理由 

自然との

ふれあい

の場 

自然とのふれ

あいの場 

△【◎】 
 

工事 

建設機械の稼働 
建設機械の稼働により、周辺の自然とのふれあい

の場の利用環境に影響を及ぼすおそれがある。 

資材運搬等の車両

の走行 

資材運搬等の車両の走行により、周辺の自然との

ふれあいの場の利用環境及び自然とのふれあい

の場への交通手段に影響を及ぼすおそれがある。 

堤体等の工事(掘削

含む) 

堤体等の工事(掘削含む)及び工事用道路等の設

置工事に伴う土地の改変により、事業実施区域内

の自然とのふれあいの場に影響を及ぼすおそれ

がある。 
工事用道路等の設

置工事 

△【◎】 存在・供用 調節池の存在・供用 

水門や囲繞堤の存在により、事業実施区域内の自

然とのふれあいの場に影響を及ぼすおそれがあ

る。 

史跡・文

化財 

指定文化財等 ○【◎】 存在・供用 調節池の存在・供用 

水門や囲繞堤の存在により、事業実施区域内およ

びその周辺の指定文化財の周辺の雰囲気等に影

響を及ぼすおそれがある。 

埋蔵文化財 ○【◎】 存在・供用 調節池の存在・供用 
水門や囲繞堤の存在により、事業実施区域内の埋

蔵文化財に影響を及ぼすおそれがある。 

廃棄物等 

廃棄物 ○【◎】 工事 

堤体等の工事(掘削

含む) 堤体等の工事(掘削含む)及び工事用道路等の設

置工事の実施に伴い、建設廃棄物等が発生する。 工事用道路等の設

置工事 

残土 ○【◎】 工事 

堤体等の工事(掘削

含む) 
堤体等の工事(掘削含む)及び工事用道路等の設

置工事に伴い、残土が発生する。 
工事用道路等の設

置工事 

温室効果

ガス等 
温室効果ガス △【◎】 工事 

建設機械の稼働 建設機械及び資材運搬等の車両からの排出ガス

に温室効果ガスが含まれる。 資材運搬等の車両

の走行 

コミュニ

ティ 

コミュニティ

施設等 

△【◎】 工事 

建設機械の稼働 
建設機械の稼働により、既存のコミュニティ施設

等の利用環境に影響を及ぼすおそれがある。 

資材運搬等の車両

の走行 

資材運搬等の車両の走行に伴う交通混雑などに

より既存のコミュニティ施設等の利用環境に影

響を及ぼすおそれがある。 

堤体等の工事(掘削

含む) 
堤体等の工事(掘削含む)及び工事用道路等の設

置工事に伴う土地の改変により、事業実施区域内

の既存のコミュニティ施設等に影響を及ぼすお

それがある。 

工事用道路等の設

置工事 

△【◎】 存在・供用 調節池の存在・供用 

水門や囲繞堤の存在により、事業実施区域内の既

存のコミュニティ施設等に影響を及ぼすおそれ

がある。 

地域交通 

自動車交通 ○【◎】 工事 
資材運搬等の車両

の走行 

資材運搬等の車両の走行に伴い、事業実施区域周

辺の自動車交通に影響を及ぼすおそれがある。 

バス等の公共

交通 
△【◎】 工事 

資材運搬等の車両

の走行 

資材運搬等の車両の走行に伴い、バス等の公共交

通に影響を及ぼすおそれがある。 

歩行者・自転

車交通 
△【◎】 工事 

資材運搬等の車両

の走行 

資材運搬等の車両の走行に伴い、歩行者・自転車

交通に影響を及ぼすおそれがある。 

注）・さいたま市環境影響評価技術指針より  ○：標準的に選定する項目 △：事業特性、地域特性により選定する項目 

・【 】書き：本事業における選定の有無 ◎： 選定した項目         ×：選定しなかった項目 
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表 3.2-2 選定しなかった環境影響評価項目及びその内容 

項目 環境影響要因 理由 

水質 

 

 

 

 

 

公

共

用

水

域

の

水

質 

生物化学的

酸素要求量

又は化学的

酸素要求量 

存在・ 

供用 

調節池の存在・供用 
調節池では出水時に一時的に貯水し放水するものであ

るかことから、公共用水域の水質（生物化学的生物化

学的酸素要求量又は化学的酸素要求量）に影響を及ぼ

すおそれは想定されない。 
放水 

浮遊物質量 
存在・ 

供用 
調節池の存在・供用 

調節池では出水時に一時的に貯水し放水するものであ

るかことから、公共用水域の水質（浮遊物質量）に影

響を及ぼすおそれは想定されない。 

窒素及び燐 
存在・ 

供用 
調節池の存在・供用 

調節池では出水時に一時的に貯水し放水するものであ

るかことから、公共用水域の水質（窒素及び燐）に影

響を及ぼすおそれは想定されない。 

水温 
存在・ 

供用 

調節池の存在・供用 調節池では出水時に一時的に貯水し放水するものであ

るかことから、公共用水域の水質（水温）に影響を及

ぼすおそれは想定されない。 
放水 

溶存酸素量 
存在・ 

供用 
調節池の存在・供用 

調節池では出水時に一時的に貯水し放水するものであ

るかことから、公共用水域の水質（溶存酸素量）に影

響を及ぼすおそれは想定されない。 

地象 

                  

土地の安定性 工事 堤体等の工事(掘削含む) 

対象事業実施区域は河川区域であり、地すべり等の不

安定な地形ではなく、囲繞堤は基準を満たす安定勾配

で造成することから、土地の安定性に影響を及ぼすお

それは想定されない。 

植物 

保全すべき植生

及び群落 
存在・ 

供用 
放水 

対象事業実施区域周辺に、放水による影響が想定され

る湿性の保存すべき群落は確認されていないことか

ら、保全すべき植生及び群落に影響を及ぼすおそれは

想定されない。 

景観 眺望景観 
存在・ 

供用 
放水 

出水時のみでの短時間での放水運用であり、現況が大

きく変化する可能性は低いことから、放水に伴う眺望

景観に影響を及ぼすおそれは想定されない 
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第4章 調査方法 

4.1 大気質 

4.1.1 調査 

大気質に係る調査内容は、①大気質(一般環境、沿道環境)の状況、②気象の状況、③大気

の移流、拡散等に影響を及ぼす地形・地物の状況、④その他の予測・評価に必要な事項(既

存の発生源の状況、学校等の環境保全施設等の分布状況)とする。 

大気質に係る調査内容は表 4.1-1 に、既存資料調査の調査地域及び調査地点は図 4.1-1

に、現地調査の調査地域及び調査地点は図 4.1-2～図 4.1-3 に示すとおりである。 

表 4.1-1 調査内容(1/2) 

調査項目 調査方法 調査地域・地点 調査期間・頻度 

大気質の状況 

・一般環境： 

二酸化窒素、

浮遊粒子状物

質 

既存

資料

調査 

「さいたま市の大気状況」（さいたま市環

境局環境共生部環境対策課ホームページ）

等の資料を整理・解析する。 

事業実施区域近傍の

一般環境大気測定局

（以下、「一般局」

という。）であるさ

いたま市指扇局とす

る。 

最新資料を含む

過去 5 年分とす

る。 

大気質の状況 

・一般環境： 

二酸化窒素、

浮遊粒子状物

質、粉じん 

現地

調査 

二酸化窒素： 

「二酸化窒素に係る環境基準について」

（昭和 53 年環境庁告示第 38 号）に定める

測定方法とする。 

調査地域は事業実施

区域及びその周辺と

し、調査地点は 2 地

点とする。 

7 日間連続×4

季とする。 

浮遊粒子状物質： 

「大気汚染に係る環境基準について」（昭

和 48 年環境庁告示第 25 号）に定める測定

方法とする。 

粉じん： 

ダストジャー法（「衛生試験法・注解 2005

（日本薬学会編）P991」に定める測定方

法）とする。 

1 ヶ月間連続× 

4 季とする。 

大気質の状況 

・沿道環境： 

二酸化窒素、

浮遊粒子状物

質、粉じん 

現地

調査 

二酸化窒素： 

「二酸化窒素に係る環境基準について」

（昭和 53 年環境庁告示第 38 号）に定める

測定方法とする。 

調査地域は資材運搬

等の車両の走行ルー

ト及びその周辺と

し、調査地点は 5 地

点とする。 

7 日間連続×4

季とする。 

浮遊粒子状物質： 

「大気汚染に係る環境基準について」（昭

和 48 年環境庁告示第 25 号）に定める測定

方法とする。 

粉じん： 

ダストジャー法（「衛生試験法・注解 2005

（日本薬学会編）P991」に定める測定方

法）とする。 

1 ヶ月間連続× 

4 季とする。 

気象の状況 

・風向・風速 

・気温 

・日射量 

・放射収支量 

既存

資料

調査 

風 向 ・ 風

速、気温 

地域気象観測所、一般局の

観測資料を整理・解析す

る。 

事業実施区域近傍の

さいたま地域気象観

測所、さいたま市指

扇局とする。 

最新資料を含む

過去 5 年分とす

る。 

日射量、放

射収支量 

事業実施区域に最寄

りの測定局である埼

玉県環境科学国際セ

ンター局とする。 

 注)運搬計画は、環境影響評価調査計画書時点での予定であり、今後変更する可能性がある。 
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表 4.1-1 調査内容(2/2) 

調査項目 調査方法 調査地域・地点 調査期間・頻度 

気象の状況 

・風向・風速 

・気温 

・日射量 

・放射収支量 

現地

調査 

地上気象 風向、風速、気温、日射量： 

地上気象観測指針（気象庁）そ

の他の気象庁の指針等に定める

観測方法とする。 

事業実施区域及び

その周辺とする。 

1 年間の連続測

定とする。 

放射収支量： 

「発電用原子炉施設の安全解析

に関する気象指針」（平成 13 年

4 月、原子力安全委員会）に示

す方法とする。 

大気の移流、拡

散等に影響を及

ぼす地形・地物

の状況 

既存

資料

調査 

「地形図」（国土地理院）等の資料を整理・

解析する。 

事業実施区域及び

その周辺、資材運

搬等の車両の走行

ルート及びその周

辺とする。 

最新の資料とす

る。 

その他の予測・

評価に必要な事

項 

・既存の発生源

の状況 

既存

資料

調査 

固 定 発 生

源 

「都市計画図」（埼玉県）、「住

宅地図」等の資料を整理・解析

する。 

事業実施区域及び

その周辺とする。 

最新の資料とす

る。 

移 動 発 生

源 

「道路交通センサス」（国土交

通省）等の資料を整理・解析す

る。 

資材運搬等の車両

の走行ルート及び

その周辺とする。 

現地

調査 

移 動 発 生

源 ( 交 通

量) 

「4.15 地域交通」の調査結果を活用する。 

その他の予測・

評価に必要な事

項 

・学校、病院そ

の他の環境の

保全について

の配慮が特に

必要な施設及

び住宅の分布

状況 

既存

資料

調査 

「平成 29 年度埼玉県学校便覧」（埼玉県教

育委員会、平成 29 年 8 月）、「埼玉県病院･

救急診療所名簿」（埼玉県、平成 29 年 9 月）

「住宅地図」等の資料を整理・解析する。 

事業実施区域及び

その周辺、資材運

搬等の車両の走行

ルート及びその周

辺とする。 

最新の資料とす

る。 
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図 4.1-1 大気質の調査地域・地点（既存資料調査） 
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図 4.1-2 大気質の調査地域・地点（現地調査：一般環境） 
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図 4.1-3 大気質の調査地域・地点（現地調査：沿道環境） 

注)運搬計画は、環境影響評価調査計画書時点での予定であ

り、今後変更する可能性がある。 
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4.1.2 予測 

(1) 工事の実施に伴う影響 

工事の実施に伴う大気質への影響は、建設機械の稼働、資材運搬等の車両の走行、堤体等

の工事(掘削含む)及び工事用道路等の設置工事に伴う影響が想定される。 

工事中の大気質に係る予測の方法等は、表 4.1-2 に示すとおりである。 

表 4.1-2 予測の方法 

予測事項 
建設機械の稼働に伴う大気質

濃度の変化の程度 

資材運搬等の車両の走行に伴

う大気質濃度の変化の程度 

堤体等の工事(掘削含む)及び

工事用道路等の設置工事に伴

う大気質の飛散・降下の程度 

予 測

方法 

二酸化

窒素 

「道路環境影響評価の技術手

法(平成 24 年度版)」(国土交

通省 国土技術施策総合研究

所、独立行政法人 土木研究

所 平成 25 年 3 月)に基づ

き、プルーム式（有風時：風

速 1.0m/s 以上の場合）、弱風

パフ式（弱風時：風速 0.5m/s 

以上、0.9m/s 以下の場合）、

無風パフ式（無風時：風速

0.4m/s 以下の場合）を用いて

年平均濃度を予測する。 

「道路環境影響評価の技術手

法(平成 24 年度版)」(国土交

通省 国土技術施策総合研究

所、独立行政法人 土木研究

所 平成 25 年 3 月)に基づ

き、プルーム式（有風時：風

速が 1.0m/s を超える場合）及

びパフ式（弱風時：風速が

1.0m/s 以下の場合）を用いて

年平均濃度を予測する。 

 

浮遊粒

子状物

質 

 

粉じん  「道路環境影響評価の技術手法(平成 24 年度版)」(国土交通

省 国土技術施策総合研究所、独立行政法人 土木研究所 平

成 25 年 3 月)に基づき、経験式を用いて季節別の降下ばいじん

量を予測する。 

予 測

地域 

・ 

地点 

二酸化

窒素 

予測地域は、調査地域と同じ

地域とする。予測地点は、調

査地点・最大着地濃度地点・

住宅等の位置を考慮して設定

する。 

予測地域は、資材運搬等の車

両の走行ルートの沿道から

200m の範囲とする。予測地点

は、調査地点・最大着地濃度

地点・住宅等の位置を考慮し

て設定する。 

 

浮遊粒

子状物

質 

 

粉じん  予測地点は、調査地点・最大着地濃度地点・住宅等の位置を考

慮して設定する。 

予測対象時期 建設機械の稼働台数が最大と

なる時期とする。 

資材運搬等の車両台数が最大

となる時期とする。 

堤体等の工事(掘削含む)及び

工事用道路等の設置工事が最

大となる時期とする。 
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4.1.3 評価 

評価方法は、工事の実施に伴う大気質への影響が事業者により実行可能な範囲内でできる

限り回避され、又は低減されているかどうかで評価する。 

また、調査結果及び予測結果に基づき、評価の指標を用いて指標値との整合性について評

価する。 

各評価項目の評価の指標及び指標値は、表 4.1-3 に示すとおりである。 

表 4.1-3 評価の指標 

評価項目 評価の指標 指標値 

二酸化窒素 「二酸化窒素に係る環境基準について」（昭

和 53 年 7 月、環境庁告示第 38 号） 

1 時間値の 1 日平均値が 0.04ppm から

0.06ppm までのゾーン内又はそれ以下である

こと。 

浮遊粒子状物

質 

「大気の汚染に係る環境基準について」（昭

和 48 年 5 月、環境庁告示第 25 号） 

1 時間値の 1 日平均値が 0.10mg/m3 以下であ

ること。 

粉じん 「道路環境影響評価の技術手法(平成 24 年度

版)」(国土交通省 国土技術施策総合研究

所、独立行政法人 土木研究所 平成 25 年

3月) 

工事寄与の降下ばいじん量が 10t/km2/月以下

であること。 
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4.2 騒音・低周波音 

4.2.1 調査 

騒音に係る調査内容は、①騒音(一般環境、道路交通)の状況、②道路交通の状況、③音の

伝搬に影響を及ぼす地形・地物の状況、④その他の予測・評価に必要な事項(既存の発生源

の状況、学校等の環境保全施設等の分布状況、影響を受ける動物の生息状況)とする。 

騒音に係る調査内容は表 4.2-1 に、既存資料調査地点は図 4.2-1 に、一般環境の現地調

査地点は図 4.2-2 に、道路交通の現地調査地点は図 4.2-3 に示すとおりである。 

表 4.2-1 調査内容 

調査項目 調査方法 調査地域・地点 調査期間・頻度 

騒音の状況 

・道路交通騒音 

既存 

資料 

調査 

「自動車騒音・道路交通振動調査結果」

（さいたま市環境局環境共生部環境対策

課ホームページ）等の資料を整理・解析

する。 

資材運搬等の車両

の走行ルート上の

既往調査地点とす

る。 

最新の資料とす

る。 

騒音の状況 

・一般環境騒音 

現地 

調査 

「騒音に係る環境基準について」（平成

10 年環境庁告示第 64 号）に定める測定

方法とする。 

調査地域は事業実

施区域及びその周

辺とし、調査地点

は 3地点とする。 

平日の 1 回、24

時間とする。 

騒音の状況 

・道路交通騒音 

現地 

調査 

「騒音に係る環境基準について」（平成

10 年環境庁告示第 64 号）に定める測定

方法とする。 

調査地域は資材運

搬等の車両の走行

ルート上とし、調

査地点は 13 地点と

する。 

平日の 1 回、24

時間とする。 

道路交通の状況 

・交通量 

既存 

資料 

調査 

「道路交通センサス」（国土交通省）等の

資料を整理・解析する。 

資材運搬等の車両

の走行ルート及び

その周辺とする。 

最新の資料とす

る。 

道路交通の状況 

・道路の構造 

・交通量 

現地 

調査 

道路 

構造 

道路交通騒音を測定する際に、

対象道路の車線数、幅員、規制

速度等を併せて調査する。 

道路交通騒音測定

地点とする。 

1 回とする。 

交通量 「4.15 地域交通」の調査結果を活用する。 

音の伝搬に影響を

及ぼす地形・地物

の状況 

既存 

資料 

調査 

「地形図」（国土地理院）等の資料を整

理・解析する。 

事業実施区域及び

その周辺とする。 

最新の資料とす

る。 

現地 

調査 

現地踏査によって、事業実施区域周辺の

地形及び建築物の状況を把握する。 

事業実施区域及び

その周辺、資材運

搬等の車両の走行

ルート及びその周

辺とする。 

1 回とする。 

その他の予測・評

価に必要な事項 

・既存の発生源の

状況 

既存 

資料 

調査 

固 定 発

生源 

「都市計画図」（埼玉県）、「住

宅地図」等の資料を整理・解析

する。 

事業実施区域及び

その周辺とする。 

最新の資料とす

る。 

移 動 発

生源 

道路交通の状況（交通量）の既存資料調査と同様とする。 

その他の予測・評

価に必要な事項 

・学校、病院その

他の環境の保全

についての配慮

が特に必要な施

設及び住宅の分

布状況 

既存 

資料 

調査 

「平成 29 年度埼玉県学校便覧」（埼玉県

教育委員会、平成 29 年 8 月）、「埼玉県病

院･救急診療所名簿」（埼玉県、平成 29 年

9 月）「住宅地図」等の資料を整理・解析

する。 

事業実施区域及び

その周辺、資材運

搬等の車両の走行

ルート及びその周

辺とする。 

最新の資料とす

る。 

その他の予測・評

価に必要な事項 

・騒音により影響

を受ける動物の

生息状況 

現地 

調査 

「4.6 動物」の調査結果を活用する。 

注)運搬計画は、環境影響評価調査計画書時点での予定であり、今後変更する可能性がある。 
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図 4.2-1 騒音の調査地域・地点（既存資料調査） 

注)運搬計画は、環境影響評価調査計画書時点での予定であ

り、今後変更する可能性がある。 




